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人生で最も死亡率が高いのは新生児期（生後28日未満）である。このため、新生児医療に

接する医療従事者は、他の科よりも担当患者が死亡するという経験を重ねやすく、その他の

時期における小児死亡とは検証の観点も異なる。それゆえに諸外国では胎児新生児期死亡検

証制度（FIMR：Fetal and Infant Mortality Review）といった形で死亡事例検証を整理して

きており、本邦でもごく少数の自治体で取り組みを進めてきた歴史がある。 

当分担研究では、H28年度に①過去文献の調査や関係者への聴取を通して、設立経緯・運営

の実態・現在の課題の抽出を行った。平成29年度には、②これから新生児死亡調査を実施し

ようと考えているＡ自治体における取り組みについて調査を行った。 

①により、その有用性は明確であることを確認したが、法的根拠がなく広がりを見せてい

ない。CDRの社会実装においても、個の熱意に頼らない普遍的な制度化が必要と思われた。 

②により、プロトコールやマニュアル等も整備の必要性、そして、同じような取り組みを

検討している自治体の担当者同士が情報交換を出来る場を提供する必要性も明らかになっ

た。 

これらの研究を通じ見えてきた点を踏まえ、H30年度には準備読本のうち、「小児医療パネ

ル」、「周産期/新生児医療パネル」、および周産期/新生児死亡の検証の要点、についての分担

執筆を行った。  

Ａ．研究目的 

人生で最も死亡率が高いのは新生児期

（生後 28日未満）である。このため、新

生児医療に接する医療従事者は、他の科よ

りも担当患者が死亡するという経験を重ね

やすく、その他の時期における小児死亡と

は検証の観点も異なる。それゆえに諸外国

では胎児新生児期死亡検証制度（FIMR：

Fetal and Infant Mortality Review）と

いった形で死亡事例検証を整理してきてお

り、本邦でもごく少数の自治体で取り組み

を進めてきた歴史がある。 

当分担研究では、H28 年度に①過去文献

の調査や関係者への聴取を通して、設立経

緯・運営の実態・現在の課題の抽出を行っ

た。平成 29 年度には、②これから新生児

死亡調査を実施しようと考えているＡ自治
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体における取り組みについて調査を行っ

た。 

これらの研究を通じ見えてきた点を踏ま

え、H30 年度には準備読本のうち、「小児医

療パネル」、「周産期/新生児医療パネル」、

および周産期/新生児死亡の検証の要点、

についての分担執筆を行った。 

 

Ｂ．研究方法、C結果、D考察につき、1,2

のそれぞれにつき記載する 

 

1-Ｂ．研究方法、および 1-C.研究結果 

1977年に設立された大阪府 NICU約

40施設における新生児診療相互援助シス

テム（NMCS）による入院中死亡症例の

登録制度、2011年に開始された東京新生

児研究会による東京都下の全新生児死亡

事例検証制度、のそれぞれにおいて、文

献収集および関係者への聴取を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

既に出版されている情報および、集計結

果のみを参照し、個人情報の取り扱いは

行っていない。 

 

1-Ｃ．研究結果 

日本での死亡登録制度の歴史 

歴史としては大阪における取り組みが

もっとも歴史があり、それを参考に他の

地域でも取り組みが開始されている。全

てのケースにおいて、都道府県単位での

取り組みである。 

 

 

1972 年 大阪大学関連の新生児診療施設

14 施設にて開始 

1993 年 大阪府下の新生児診療施設 39施

設に拡大（参加施設数は減少しながらも

現在まで続行） 

2003 年 秋田県内 37 施設にて実施（2010

年まで続行） 

2003 年 群馬県内 22 施設にて実施（2010

年まで続行） 

2011 年 東京都内の周産期母子医療セン

ター24 施設、周産期連携病院 6施設にて

実施（2013 年まで続行） 

 

大阪府新生児死亡登録事業の概要 

新生児診療相互援助システム参加 39 施

設のそれぞれで、死亡した各症例の死亡

調査票を作成し年度末の登録事業センタ

ーに提出、集計、報告書作成するという

制度である。 

＜死亡調査票の調査項目＞ 

在胎週数、性別、分娩方法、病院間搬送

（母・子）の有無と詳細、病気の詳細、

入院中に行われた治療の詳細、剖検（死

亡後解剖）の有無 

＜登録数＞ 

-1972-1974 年の 1.5 年で 144 例が登録 

-1993-2011 年の 19年間で 1,582 例が登録

（大阪府統計の 64%） 

※新生児死亡調査研究会報告書（昭和 49年）より 

 

大阪府新生児死亡登録事業の主なる成果 

下記の３つの成果が主なる成果として

挙げられている。 

① 新生児死亡の 50%は、社会的・医学的

に予防可能であった可能性を示した 

→制度や医学の向上で死亡を減らすこ

とは可能であると訴えた 

② 公的死亡統計（死亡票から作成）とは

異なる臨床的死因統計を作成した 
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→“特発性呼吸窮迫症候群”という疾

患の克服の必要性を訴えた。また。四

肢麻痺や発達障害をきたしやすい新生

児仮死と搬送との関連を報告した 

③ 新生児の緊急医療体制が整っていない

ことを明らかにした（産院からの新生

児搬送に死亡が多いこと、それらの症

例の死因の分析結果から判断） 

→大阪府の新生児搬送体制の整備につ

ながった 

※大阪府医師会医学雑誌総会特集号（昭和 59年）より 

 

新生児死亡登録事業から見る今後の課題 

いずれの都道府県でも、情報提供は担

当医の無償の努力次第であった。このた

め、検討会の実施・集計など中央事務局

維持費用捻出の問題がいずれの地域でも

問題になっていた。労力もお金もかかる

制度の必要性を説くためには、各施設に

“見える”形で結果を返還する、つまり

は結果の現場へのフィードバック強化が

必要だと考えられた。 

また、継続した取り組みを行うには都

道府県・市町村などの政府の理解が重要

である。このため、今までは理解のある

地域でのみ実施されてきており、その継

続性も政府の理解に大きく影響されてき

たと思われる。このような取り組みを全

国規模に拡大するには、各自治体に頼ら

ない体系の整備が必要だと思われる。 

さらにほとんどの事業では、産院での

新生児死亡は含まれていない、あるいは

以前は含まれていても現在は含まれてい

なかった。このため、新生児科中心で発

展してきた枠組みを、産科との連携を強

化することで、産院での死亡にまで広げ

られるかも、検討するべき課題だと思わ

れる。 

 

1-Ｅ．結論 

他の科よりも担当患者が死亡するという

経験を重ねやすい新生児医療では、約 45

年前から、究極の adverse outcome である

死亡事例に関して詳細な情報を収集し、

“死亡症例から学び、未来に生かす”とい

う取り組みが行われてきた。 

 大阪から始まったこの制度は、新生児

搬送体制の整備を筆頭に、医療制度の充

実に大きく貢献してきており、有用であ

ることは疑う余地がない。 

 しかし、労力もお金もかかる制度であ

り、今までは各自治体および医療関係者

の無償の努力に頼っていた面が大きい。

このため、このような取り組みを全国規

模に拡大するには、各自治体や参加施設

の熱意に頼らない体系の整備、が必要だ

と思われる。 

 

 

2-Ｂ．研究方法 

 本研究は、Ａ自治体から事業を委託さ

れているＢ病院の関係者から、事業設立

経緯・実施予定体制・現在の課題につい

て聞き取りを行う形で行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は匿名化が担保される形でインタ

ビューを行った。 

 

2-Ｃ．研究結果 

自治体における調査の概要は下記の通り

である。 
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・調査は自治体からＢ病院に委託されて

いる「周産期医療情報システム運営事

業」の一環として行われ、特定の企業や

団体からの資金提供等は一切なく、調査

者に利益相反はない。 

 

・調査が開始された背景としては、「周産

期医療情報システム」において収集され

ている各周産期センターに入院した児の

死亡症例数報告は人口動態統計での数値

の 50-80％と、収集精度に問題があること

に加え、死産となった症例は把握できて

おらず、また死産・死亡に至った経緯が

明らかにはなっていないため、自治体全

体として、新生児死亡率低減に対する具

体的かつ継続的な改善活動が確立されて

いない、ということが挙げられた。 

 

・第一次調査にはＡ自治体による基幹統

計調査に基づく死亡小票及び死産票の閲

覧による調査から、過去３年間の死産/死

亡個票データを基に、妊娠 22週以降の死

産症例と、生後 28日以内に死亡した新生

児死亡症例を抽出する予定である。これ

により、死亡・死産事例の第一次データ

ベースを作成予定である。（本調査はＡ自

治体の個人情報保護条例の適用除外とな

り倫理審査を要しなかった。） 

 

・第二次調査では、第一次データベース

に含まれる症例を対象に、症例が発生し

た施設に詳細情報についての死産・新生

児死亡調査票が送付予定である。（調査票

の送信後、6か月後になっても返信がない

症例は調査対象から除外される予定であ

る。） 

 

・第三次調査としては、自治体内の複数

の施設に属する新生児医療と産科医療に

従事する代表者７名により、各症例につ

いて死産・死亡に至った要因分析を行

う。また、死産・死亡が不可避だったか

どうかを検討し、要因毎の改善指針を作

成する予定である。 

 

2-Ｄ．考察 

東京や大阪等で行われていた事業とＡ自

治体において予定されている事業との大

きな違いが２点ある。１点目は、一次調

査に死亡票・死産票の閲覧を行うこと、

そして、２点目は、死産やＮＩＣＵ外で

の死亡を対象に含めたことである。これ

らの２点は、いままで行われていた他事

業と比べて、調査の悉皆性を担保できる

という点が大変重要である。 

Ａ自治体における事業の設立経緯に、現

行システムでの死亡症例収集率が低かっ

たという認識が働いたため、このように

悉皆性を目指した調査に至ったという経

緯が考えられる。また、新生児医療の進

歩とともに新生児集中治療室入院患者の

死亡率が大幅に低下した現在では 2、医学

的な理由による死亡だけではなく、社会

的な背景まで踏み込んで対策を講じる必

要性が近年認識され始めている。なぜな

ら、死産や NICU 外で起きる早期の死亡に

ついては、社会的な要因が関係する死亡

（なにかしらの理由により、出生時に蘇

生が行われないなど）が多いことが知ら

れているからである 1。 

今後、他の自治体で周産期死亡の予防可

能死を把握するための体制構築を行う際

は、Ａ自治体のように、新生児集中治療

室入院患者だけではなく、産院や自宅等
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で起きている死産や死亡についても検討

対象とした悉皆調査を実施することが望

ましい可能性があり、Ａ自治体での取り

組みは大変参考になると思われる。 

また、今回聞き取り調査から、このよう

な事業を自治体が行いたいと考えた場合

も、調査担当者が個人情報等のデータの

管理なども含めた研究運用について、困

っていることが多いことがわかった。背

景には、事業を行ってきておりノウハウ

が蓄積されている自治体が少ないこと

や、プロトコールやマニュアル等も整備

されていないことが挙げられる。このた

め、新しく自治体が周産期死亡の予防可

能死を把握するための体制構築を行いた

いと考えた場合に有用となるプロトコー

ルやマニュアルの整備が必要であること

が考えられた。 

また、今回の事例においては、Ａ自治体

から依頼を受けていたＢ病院の医療関係

者（新生児科医師）は、愛知県での小児

死亡事例に関する登録・検証システムを

行っている当研究班の沼口班と事業の実

務に関して情報共有を行い、事業計画に

生かすことができたと聞いている。この

ように、同じような取り組みを検討して

いる自治体の担当者同士が情報交換を出

来る場を提供することも有用であると思

われる。 

 

2-Ｅ．結論 

Ａ自治体において予定されている事業が

用いる手法は、一次調査に基幹統計調査

を用いることで、社会的な背景が多く含

まれると思われる死産やＮＩＣＵ外での

死亡をも対象に含め、調査の悉皆性を担

保しようと計画している点で独自性があ

り、近年の周産期死亡の死因を鑑みても

今後重要になってくると思われる。 

 また、事業を行いたいと自治体が考え

た場合に参考になるような、プロトコー

ルやマニュアル等も整備の必要性、そし

て、同じような取り組みを検討している

自治体の担当者同士が情報交換を出来る

場を提供する必要性も明らかになった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

 なし 
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